
※事業等の修習者用 

租税条約に関する届出書 

令和   年   月   日 

木更津市長  様 

 

署名                

 

私は「租税条約の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律の施行

に関する省令」第 11条（住民税の免除を受ける者の届出）の規定により届け出ます。 

 

フリガナ 

氏 名 
 生年月日 年  月  日 国籍  

入国年月日  年  月  日 在留資格   

在留期間 令和  年  月  日 ～  令和  年  月  日 

日本国内の住所（居所） 千葉県 木更津市 

入国前の住所  

職務の内容・資格  

 

◆ 給与等に関する事項 

所得の種類 契約期間 支払期日 支払方法 金 額 

 年  カ月 毎月   日  月額      円 

支払者の 

名称等 

 

 

担当者名：             ℡： 

所在地  

 

◆ 代理人に関する事項 ・・・この届け出を代理人によって提出する場合に記載してください。 

氏名（名称）        ℡: 

住所（居所・所在地）  

 

※その他参考となるべき事項 

【添付書類】 

① 事業所等の発行する「修習者であること」を証明する書類（雇用契約書のコピーなど） 

② 外国人登録証（身分や在留期間を証明できる書類）のコピー 

③ 税務署に提出した「租税条約に関する届出書」のコピー 

signature 

APPLICATION FORM FOR RESIDENT TAX CONVENTION 



※事業等の修習者用 

 

 

 ― 「租税条約に関する届出書」の注意事項 ― 

 

届出書の提出について 

・ この届出は、免除を受けようとする初年度の初日の属する年の 3 月 15 日ま

でに、同年 1 月 1 日時点における住所地の市長（担当窓口：市民税課）に

提出しなければなりません。租税条約の実施に伴う特例等に関する省令第１１条 

・ 届け出提出前に帰国をしようとする場合などは、別途、納税管理人を指定し

てください。 

・この届出書に記載された事項や、租税条約の規定の適用の有無を判断するた

めに必要な事項については、別に説明資料を求めることがあります。 

 

 

●事業所の方へ 

この届出の後に提出していただく「給与支払報告書」の摘要欄には、「租税

条約適用」とご記入ください。届出内容に変更が無い限り、引き続き、住民税

（市・県民税）の免除の処理を市で行います。 

 

納税管理人

設定申告（承

認申請）書 


